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最近の動向：　2003～04年初めにかけての大激動の後，廬武鉉（ノ・ムヒョン）大統領の弾劾に最高裁判所が不法の判決を下し，有権者は4月の選挙で299議席の内187議席に新議員を選出して2004年後半に韓国の政局は沈静化した（Far Eastern Economic Review, 29 April 2004, pp. 18～19）。廬大統領を支持するウリ（開かれたわが）党は152議席でかろうじて過半数を獲得し，大統領の地位も年末までほぼ安泰となった。また，北朝鮮問題の脅威は残るものの，すぐにでも紛争になるかもしれないという懸念は同年中に沈静化した。そのため，廬大統領は年末には経済問題により多くの時間をかけられるようになった。

韓国経済は1997～98年の危機後の難局にかなり上手く対処してきたが，近年の経済成長は比較的緩慢で，高度成長への回復推進がやはり韓国政策当局の主な懸念事項である。同様に，企業ガバナンスやチョボル（巨大財閥）が経済に果たす大きな役割にどう対処するかに関する積年の問題も重大問題として残っている。労働市場の柔軟性を制限している規制と往々にして好戦的な韓国の労働組合の活動も重要な政治問題を呈し続けている。チョボルも労働組合も自らの立場を弱体化させるような特定の改革には反対することが多く，政府の経済再建促進に向けた政策実行を困難にしている。2003～04年にかけての政治的内紛と4月の選挙結果が思わしくなかったため，影響力の強い利害関係グループ，特に労働組合が道理に合わない経済要求を出しても廬大統領が拒否できにくくなるのではという懸念もある。

政府は構造改革を推し進めようとしているが，その重要な手段の1つが多国間・二国間自由貿易協定である。これに関しては，農業圧力団体も影響力を持つ利害グループで，農産物輸入の自由化に反対して，世界貿易機関のドーハ・ラウンド交渉で韓国が農業関連問題で譲歩するのを困難にしている。主に厄介な農業関連問題もあって，大抵の場合，韓国にとって二国間または地域協定を追求するほうが容易だったのである。韓国は2004年に同国初のチリとの自由貿易協定（FTA）を実行し，シンガポールとFTA交渉を締結，日本を含む他の国ともFTA締結に向けた取り組みを続けている。

また，2004年，政府は新都市開発・産業クラスタ－開発の推進を力説している。これに関する最も重要な案件は，大田西部にある2つの鄙びた郡への中央政府移転計画を8月に発表したことである。しかし，10月に最高裁判所が同計画は違憲であるとの判決を下した。そのため，移転実現を目指すのであれば計画の練り直しが必要になる。また，教育研究機関ネットワークや工業団地など産業クラスターの役割に重点を置く計画も継続中のものも含めていくつかある。韓国は人口密度が非常に高いため，クラスターのほとんどは市街地に開発されることになり，都市計画の本質が主な政治関心事になった。

成長，生活水準，経済構造：　一般的に，韓国は過去20年間を通じて最も目覚しい経済成長を遂げた国の1つに数えられている。たとえば，実質GDP（2000年のウォン表示）は1985～2004年のほとんどの期間を通じて年間6％以上で成長した（表5.1）。結果的に，2004年の一人当たりGDPは実質ウォン計算で1985年の2.9倍になり，名目米ドルまたは名目国際ドル計算では4倍以上になった。他に多くの指標もこの期間中に韓国の生活水準が先進工業国の水準に急速に近づいたことを示している。たとえば，乳児死亡率と非識字率は低水準でさらに低下しているし，平均余命と就学率は高水準でさらに上昇している。

しかし，1997年の金融危機が韓国にとって転機となった。資産価格，為替レート，外貨準備が劇的に低下し（表5.2），IMFの救済パッケ－ジを要請せざるを得なくなった。実際の購買力はそれほど低下してはいなかったが，1996年は11,427米ドルあった一人当たりGDPが1998年には6,850米ドルにまで下がっており，この危機で多くの韓国人が大変な心理的ショックを受けたのも頷ける（表5.1）。さらに重要なのは，危機後のほとんどの年に実質GDPの成長が大きく鈍化したことで，1997～98年，2001年，2003～04年には年間5％以下であった。したがって，1999～2000年にかけて堅調に回復し，2002年の成長率が比較的高かったにもかかわらず，韓国はまだ危機以前の高成長軌道に戻っていない。成長鈍化は経済の成熟度を反映している場合もあるが，これがどの程度あてはまるかを判断するのはまだ難しい。

2004年，GDPの成長は2003年の低レベルからやや回復したが，5.0%程度だったと見られ（表5.1），他の多くの東アジア経済の同年の数字に比べるとかなり低い（表1.1）。この想定値は表1.2の予想値のうち最高値で，1～3四半期の5.1％と比べ，第4四半期には成長が鈍化し（前年同期比で）4.7％になるようだ。2003～04年の成長は比較的低調だったが，国内需要の最大成分である民間消費がその主な要素で，対実質GDP比は2002年の55％から2003年は53％，2004年第1～3四半期には53％に減少した。固定投資の伸びも比較的緩慢で，2001～03年には実質GDP 30％だったが2004年第1～3四半期には29％に低下した。一方，輸出と外需は急成長し，実質GDPに占める輸出の割合は2002年の40％から2003年には45％に，2004年第1～3四半期は53％に伸び，純輸出（輸出マイナス輸入）はそれぞれ実質GDPの3.0％から5.6％と9.1％に上昇した。つまり，対外部門の異常な弾みにより，停滞する国内需要を補うことができた。また，輸出と国際収支の黒字の大幅拡大は1998年以来韓国経済の重要な構造上の特徴であった。ほとんどの予想は2005年には経済成長が再び鈍化，成長率は4％付近になると見ているが，国内需要の停滞が続き，輸出成長の鈍化が見込まれることが主な理由である。

最近の民間消費低迷の一因は，韓国の家庭に多額の負債が蓄積していることにある。1999年末から2002年末にかけて214兆ウォンから439兆ウォンへと2倍以上になった（Korea, Bank of Korea，various years a）。その後，家庭の負債増加は収まったが，負債レベルは依然として高く，2003年末は448兆ウォン，2004年第3四半期末には465兆ウォンで，これは2004年の推定GDPの59％に当たる（表5.1）。家庭の負債負担のために需要が低下したことも固定資本投資に影響した。さらに，安全保障事情，国内の政治不安，労働争議などに対する懸念から投資家が投資意欲を失い続けている。

成長が比較的鈍いことが主な原因となって，2003～04年には失業率も徐々に上昇，2004年1～11月期には3.5％に達した（表5.1）。危機後の高失業率に比べるとずっと低いものの，危機以前の10年間に比べると1％ポイントほど高い。失業者が増えたこともあって，韓国の強力な労働組合は構造改革推進に対する抵抗を強め，過去数年間にストライキが増加した。労働者は危機後に自分たちは企業のオーナーや重役よりはるかに多くの妥協をしてきたと主張しており，議会で多数派のウリ党が労働者寄りの政策を採択するよう，廬大統領に新たな圧力がかかりそうだ。

2004年の韓国経済は1985年あるいは1990年代初めの経済と大きく異なっている。これは鉄鋼，自動車，電気機械などの産業分野でチョボルが成功を収めたことに一部起因する。たとえば，1985年には農業がまだ雇用の25％，実質GDPの10％を占めていたが，2004年にはこのシェアがそれぞれ約8％，2％に低下した（表5.1）。製造業のシェアは1985年時点ですでに相当高かったが，この分野の雇用のシェアは1988～89年と1991年のピ－ク時の28％から最近は19％程度に減少した。実質GDPに占める製造業の割合は1986～98年に21～22％と安定レベルを保っていたが，最近増大し2004年第1～3四半期には28％に再び急上昇した。主に金融，商業，行政サービスなどその他産業のシェア（対実質GDP）も就業者数，生産共に増加傾向にあった。表に示した標準的経済デ－タには現れないが，韓国の巨大企業グループ，チョボルが韓国経済の重要面を支配しているのは重要な事実である。Asia-Pacific Infoserv（1999）とSaturn Communications（2002）によると，1997年に29社，1998年には30社あったチョボル中核企業が改革後の2001年には43社になった。分裂したチョボルもあったことが中核企業数増加の一因であるが，経済活動に占める割合は増加しなかったようだ。たとえば，粗生産合計（GDP＋中間消費，Korea, Bank of Korea, various years）にチョボル中核企業の売上が占める割合は1997年が39％，1998年は40％であったが，2001年には35％と若干減少している。

金融・財政政策： 韓国は全般的にはマクロ経済政策を上手く運営してきた。1990～91年は例外であるが，インフレ率は過去20年間8％以下であったし，1999年以降は5％を下回っている（表5.2）。1990年代初めの高インフレは1つには韓国の強力な労働組合が賃金の大幅引き上げに成功できなかったことも理由に挙げられる。過去数年間に労働争議が再び活発になり，廬武鉉政権が以前のような大幅賃金引上げを認める可能性があるという思いもあって，同じような問題が再発するのではと不安視されているが，今のところインフレ再燃の兆しはない。2004年は，GDPデフレーターと消費者物価インフレが両方ともわずかに加速したが，どちらもインフレ率は4％以下で，2005年の予想を見ると今後インフレは若干低下するようだ（表1.2）。インフレ率が低い理由の1つは，韓国中央銀行が全体的にGDPに対する狭義マネーサプライの比率を非常に安定した率に保ち，一方で過去20年間のほとんどを通して平均的に政府予算を均衡させてきたことにある。

1997年の危機後は顕著な例外で，1998年に急激な景気後退の影響を緩和するために政府は金融・財政拡大政策を採った。しかし，通貨成長と赤字はすぐに低減された。国内信用の成長をさらに刺激できなかったのは，銀行の貸し渋りと企業の投資渋りが続いていたことを示している。ここ数年比較的低成長が続いた後，政府は2005年に主に財政政策による総需要の刺激が必要だと力説した（Korea, Ministry of Finance and Economy, various years, January 2005, pp.22～23）。そのために政府は同年上半期に支出を前倒し，建設活動を刺激し，中長期的開発目標を満たす目的も併せ持つ｢包括的投資優遇策｣の実施を促進する計画だ。

金融市場改革と制度改革は危機後の重要な調整要素である。たとえば，銀行の不良債権（NPL）は1999年末の27兆ウォンをピークに2002年には12兆ウォンに減少したが，2004年9月末には15兆ウォンと若干増加した（Korea, Financial Supervisory Service, various years）。貸付が堅調に伸びているため，貸付総額に対するNPLの率はさらに低下し，1999年の8.3％が2002年には1.9％になり，2003年と2004年は2.0％に留まっている。したがって，韓国の銀行やその他の金融機関の脆弱さに対する懸念は残っているものの，かなりの進展が見られ，金融制度に関連する不確定要素の多くは取り除かれた。

対外取引と債務： 1990年代初めから半ばにかけて，韓国には経常赤字を出す傾向があり，1991年と1996年に赤字はかなりの額に上った。しかし，1997年を通して対外債務残高はGDPの約4分の１以下とかなり低レベルであった（表5.2）。危機勃発後の1998年には40％と著しく増大したものの，翌年から経常黒字を計上し，1999年にはすぐに29％に戻り，2001～04年は21～23％で推移した。危機以前の債務総額は比較的少なかったが，短期債務は1993年の120億米ドルから1996年には670億米ドルに急増した。危機後の1998年には280億米ドルと短期債務は劇的に減少したが，2003～04年には490億米ドルに拡大した。

外貨準備高も危機以前の1992～96年は輸出の2ヵ月分以上で十分だったようだが，対内証券投資累計額が1993年という早い時期に準備高を上回り，外貨準備高の対内証券投資累計額に対する比率は1996年に0.5に，1997年は0.2に落ち込んだ。金融市場が深化した工業経済国では同様の低率が一般的であるが，韓国の金融市場はまだ深化していない。これに対応して，対内証券投資とその他の対内投資（企業間信用，貸付，通貨，預金など）が1997～98年にかけて激減し，韓国ウォンに強い下方圧力を加えた。ウォンの下落により，外国通貨立て借入の利子支払いがさらに困難になり，これが上記のNPL拡大の一因となった。したがって，最近の外貨準備高の対内証券投資累計額に対する比率の上昇は，本格的な金融市場改革とあわせて，金融安定化の重要な要素であった。しかし，この率が上昇したのは主に外貨準備高の増加によるもので，対内証券投資の流入は2000～01年（年平均120～１30億米ドル），2003年（230億米ドル）そして2004年1～11月期（180億米ドル，Korea, Bank of Korea, various years）と高いまま推移した。

要するに，金融および実（貿易）両面で韓国経済と世界経済との統合が進んでいるのだ。両方の統合が進んでいるもう1つの重要な要素は，外国多国籍企業の韓国に対する対内直接投資と韓国多国籍企業の対外直接投資レベルの上昇である。対内直接投資は1996年を通して23億米ドル以下だったものが1999～2000年には年間93億米ドルに急増，その後，2001～03年に（年間24～35億米ドル）と控えめなレベルに戻ったが，2004年1～11月期には81億米ドルに回復した（表5.2，Korea, Bank of Korea, various years）。韓国企業による対外投資も1990年代後半は大きく，1996～2000年は年間40億米ドルを超えたが，2001～03年には24～34億米ドルに低下，その後2004年1～11月期には42億米ドルに回復した。

韓国では歴史的に外国企業による韓国資産所有に対する規制が比較的厳しかったが，危機後の改革で規制が大幅に緩和された。多くの規制が撤廃され，ウォンの下落と相まって資産価格が下がり，韓国が魅力的な投資先になった。外国投資家による目立った韓国企業買収案件も多かったが，外国所有に対する抵抗が根強く，買収に関心を持つ外国企業は交渉に長い時間をかけても韓国企業の買収を果たせないことが多かった。売手と買手側で買収価格の折り合いがつかず，断念または延期になった案件もある。韓国企業の買収に関しては，韓国企業側にまだ明らかにしていない負債があり，買収した外国企業がその負債を引き受けなければならないのではないかと外国投資家は一様に不安視している。好戦的な労働組合も問題である。買収後のリストラによる失職や賃金カットを恐れて外国投資家による買収に反対することが多い。興味深いことに，アメリカの労働組合は自国企業による対外投資によく反対するのだが，韓国の労働組合はこれとは異なり，韓国企業による対外投資は今日までそれほど物議を醸していない。

品目別・国別の対外取引： 過去20年間，韓国の輸出は主に製造業の品目で構成されているのが常である。1985～2004年の化学薬品，機械，その他製品のシェアは合わせて88～94％の間で推移している（表5.3）。しかし，輸出品目のタイプに大きな変化があり，1990年を通して40％以下だった機械のシェアが2002年以降60％以上に著しく上昇した。機械の輸出の中でも，事務用・電算機器，通信機器，その他の電気機器の3つの電気機械関連の品目が最大のシェアを占め，あわせて1986年の20％から1995年には34％に増加し，その後1996～98年に28～31％に減少したが，以後34～38％に回復した。乗り物の輸出も2004年の1～11月期に12％に急増した。また，2004年の一般機械とその他輸送機械（主に船舶）のシェアはそれぞれ7％と6％であった。一般機械のシェアは1980年代半ばの2％から徐々に増加し，その他輸送機械のシェアは1990年以来5～7％で上下している。化学薬品の輸出も2004年は約9％に伸びたが，対照的に，繊維，衣類，皮革製品，履物，金属製品などその他製品のシェアは1986年の55％をピークに2004年には約20％に減少した。輸入構造はもっと多様だが，輸入でも機械およびその他製品が最大のシェアを占める傾向にあった。

輸出傾向は大きく変化し，近年，中国のシェアが著しく増加しており，2004年1～11月期には20％になり，わずか5年でほぼ倍になった（表5.4）。最近では，韓国の香港への輸出のおよそ半分が中国に再輸出されている（Hong Kong, census and Statistics various years a）。アメリカ，欧州工業国および日本も大型輸出市場で，2004年1～11月期のシェアはそれぞれ17％，14％，9％であった。欧州工業国のシェアは比較的安定していたが，日本とアメリカのシェアは減少傾向にあった。輸出面では，以前は日本とアメリカが最大の輸出先であったのが，日本のシェアは低下し，代わって中国のシェアが目立って伸び，過去8年間で倍以上になり，2004年は13％であった。韓国での銀行貸出の主な供給源は日本とヨーロッパであった。日本のシェアは1990年代半ばから下降線をたどっているが，ヨーロッパのシェアは上昇した。他のアジア経済国と比較すると，アメリカの銀行のシェアは比較的大きく，2004年には急上昇した。銀行貸出に比べて，韓国への公的資金の流入は過去20年間のほとんどを通して非常に少なかったが，1997～99年に多国間機関や日本からの公的資金流入が目立って増えた。

日本との経済関係： 通常，日本の対韓国経常黒字は相当な額に上るが，これは主に財貨貿易収支が巨額の黒字になっているためである（表5.5）。この黒字が両国政府間で政治問題になってきたが，どちらにも不均衡を特に問題視する十分な経済的理由はない。両国首脳は2003年10月に2005年までの締結を目標として正式に二国間FTA交渉を開始することで合意した。この交渉は上記のように韓国がFTAに対する関心を高めていること，また最近両国間の文化的結びつきが深まっていることを反映している。韓国の対日貿易の構造は同国の世界との貿易構造に非常によく似ており，機械，その他製品が輸出入共に最大の品目になっている。日本は韓国への主な投資国でもあり，日本の投資家は1995～96年に韓国に多額の証券投資をしている。1997～2003年の期間で韓国からかなりの額の証券投資を引き上げたが，2004年上半期に幾分回復した。韓国に対する日本の直接投資は2000～01年および2004年上半期はかなり多かったが，その他の年はそれより少なかった。韓国の日本での証券投資も活発で，2000年には特に多額の投資をしている。韓国と日本の経済規模と地理的距離を考えると，韓国で営業している日本の多国籍企業の関連会社数は比較的に少ないが，他と比べると包括的な調査をしている東洋経済の推定値によると危機後に徐々に増加している（表5.6）。関連企業の雇用者数は1990年代半ばに明らかに激減したが，最近は緩やかに減少している。ほとんど全ての雇用を製造業が占めるが，売上の比率はずっと少ない。一方，商社の関連会社の売上の比率は比較的大きい。製造業のなかでも，繊維，化学薬品，輸送用機械，電気機械で日本の多国籍企業の存在が最大になっている。
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